10月宣伝スポット（ひな形）　　　　　消費税廃止中央各界連

＊アレンジしてお使いください。
みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。

安倍首相は10月１日、多くの国民の大増税反対の声に耳を貸さず、２０１４年４月からの消費税大増税強行を決定しました。私たちは満身の怒りを込めて抗議します。

消費税増税には一部の理もありません。国民のくらしを真剣に考えるなら、まず消費税増税を中止することがまっとうな政治の在り方です。国会も開かず首相が決断するなど、議会制民主主義を無視したもので、断じて許されません。すみやかに撤回するよう求めます。

安倍首相は、「消費税の増税が実施されても経済が腰折れしないようにしっかりとした経済対策を講じるので大丈夫」といって、国民を納得させようとしています。しかし、どんなに宣伝しようとも、国民世論は一貫して「増税中止」が多数です。

増税と合わせて、医療・介護・年金・生活保護が次々切り捨てられ、「社会保障のための増税」がウソであったこと、「アベノミクス」は国民のためではないこと、安倍・自公政権が大企業だけに恩恵を与え、国民を置き去りにした政権であることが日々明らかになっています。

そして、増税と引き替えに打ち出そうとしている経済対策の内容は、大企業への減税と大型公共事業のバラマキです。また、増税と引き替えに実施しようとしている経済対策も法人税の復興増税を１年前倒しで廃止するなど、庶民から吸い上げた税金を大企業に大盤振る舞いするものです。さらに、東日本大震災での復興にあてる財源のうち、大企業の負担する復興法人税は前倒しで廃止するといっています。震災被災地はいまだに復興からは程遠く、多くのみなさんが苦しんでいるのに見殺しにするというのでしょうか。庶民に大増税をおしつけて、内部留保をため込んだ大企業には減税する。こんな暴走政治は何としてもやめさせましょう。
みなさん、私たちは憲法の「応能負担」の原則にそって、能力に応じて税金を集め、使い方も、国民本位に改めていくことが必要と考えます。大企業への行き過ぎた減税や富裕層への優遇税制を見直し、国民のくらしと権利を守るルールをつくり、国民の所得を増やせば景気は持ち直します。さらに、ムダな支出を削減し、国民のくらし、福祉、教育の充実などに税金を優先的に使えば地域から経済が活性化します。「消費税は必要」という人も、「いま増税するのは反対」の一点で協力し、今回の増税を中止させようではありませんか。

みなさん、洋の東西を問わず、歴史は、重税に対して声をあげた国民が政治を動かしてきたことを教えています。昨年の増税法成立以来、増税中止を訴えてきた私たちの運動と世論によって、いま、追い詰められているのは安倍政権・増税勢力の側です。国民不在の政治は必ず退場に追い込まれます。「大増税は中止を」の声を全国津々浦々に広げ、消費税大増税をストップさせましょう。消費税の増税中止を求める国会請願署名にぜひご協力ください。
